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(1) 業務の内容  

 

(a) 業務題目 

  2.6 海溝型地震と内陸沿岸地震の関連メカニズムの評価準備 

 

(b) 担当者 
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(c) 業務の目的 

海域・海陸統合構造調査などによって得られるデータ（サブサブテーマ 2.2、2.3）や、

構成岩石モデル（サブサブテーマ 2.5.3）から得られるレオロジー特性を反映させ、より現

実的な日本海周辺域の構造を反映した構造モデルを構築する。この構造モデル内に、断層

の形状モデル（サブサブテーマ 2.5.1）を取り入れ、プレート境界での変位に伴う内陸の断

層面上での応力変化を求めることにより、海溝型地震と内陸沿岸地震の関連メカニズムの

評価準備を行う。 

 

(d) ８か年の年次実施計画（過去年度は、実施業務の要約） 

 1) 平成２５年度： 

構成岩石の暫定モデル（サブサブテーマ 2.5.3）に基づいて、日本海域周辺のリソスフェ

ア構造を日本列島の三次元モデルに反映させるための、デジタルデータを作成した。 

 

  2) 平成２６年度： 

日本海および沿岸域の断層形状モデル（サブサブテーマ 2.5.1）と構成岩石の初期モデル

（サブサブテーマ 2.5.3）に基づいて、日本海域周辺の粘弾性モデル（初期モデル）を作成

し、東北地方太平洋沖地震後の応力緩和に対応した断層面に作用するクーロン応力変化を

求めた。 

 

  3) 平成２７年度： 

平成 26 年度に作成した粘弾性モデル（初期モデル）の入力信号として、2011 年東北地

方太平洋沖地震以前の巨大地震も合わせて考慮し、巨大地震の発生前と発生後の内陸断層

のクーロン応力変化を共に評価した。 

 

  4) 平成２８年度： 
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平成 27 年度までに作成した粘弾性モデルの想定すべり領域を拡張し、南海トラフや千

島海溝における巨大地震による応力変化の計算を可能にした。 

 

 5) 平成２９年度： 

平成 28 年度までに作成した粘弾性モデルに基づいて、南海トラフ等のプレート境界プ

ロセスによる日本海南部および西南日本沿岸に分布する震源断層面上のクーロン応力変化

を検討した。 

 

  6) 平成３０年度： 

千島弧のすべり欠損の増大に伴う内陸・海域の断層群周辺の応力変化を求め、プレート

境界での応力蓄積に伴う内陸での地震の起こりやすさについて、定量的に明らかにする。 

 

  7) 平成３１年度： 

東北日本太平洋沖地震後の粘性緩和に伴う応力変化と、千島海溝・南海トラフ沿いのす

べり欠損の増大に伴う応力蓄積の効果を取り入れた上盤プレート内の地震の発生のし易さ

について評価を試みる。 

 

 8) 平成３２年度： 

今後、数 10 年間の日本列島での上盤プレート内の大規模地震についての評価を取りま

とめる。 

 

(e) 平成２９年度業務目的 

前年度までに作成した粘弾性有限要素モデルに基づき、地殻変動データを拘束条件とし

て、南海トラフ等のプレート境界プロセスによる日本海南部および西南日本沿岸に分布す

る震源断層面上のクーロン応力変化を求め、これらの震源断層における地震発生のポテン

シャルについて検討する。 

 

(2) 平成２９年度の成果  

(a) 業務の要約 

西南日本－琉球弧の GPS 観測網による地殻変動データからフィリピン海プレート上面

のすべり速度欠損分布をインバージョンによって求め、得られたすべり速度欠損分布を日

本列島域の三次元有限要素モデルに入力して、西南日本－琉球弧の応力蓄積速度場と日本

海南部および西南日本沿岸に分布する震源断層上におけるクーロン破壊応力を求めた。す

べり速度欠損分布として、従来知られていた南海トラフの固着に加えて、琉球海溝におけ

る海溝後退を示すすべり速度余剰分布を得た。2016 年熊本地震を引き起こした九州にお

ける地殻変動における琉球海溝の海溝後退運動の重要性が示された。また、震源断層にお

けるクーロン破壊応力の計算結果は、特に 2016 年熊本地震を引き起こした布田川、日奈

久断層で促進的であることを示し、本研究の震源断層の活動性評価の有用性を示している。

今後、断層の活動性評価の信頼性の向上のために、震源断層の摩擦係数の検討が必要であ

る。 
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(b) 業務の実施方法 

平成 28 年度までに作成した三次元粘弾性有限要素モデルにより、東北日本弧だけでな

く、琉球弧、西南日本弧、千島弧のように日本列島域のほぼ全てをカバーする領域で、海

溝型地震の力学的影響をモデリングすることが可能になった。現在、日本列島域で特に巨

大地震の発生が危惧されているのは南海トラフと千島海溝である 1)。西南日本においては

南海トラフの巨大地震に先立って内陸地震が発生しやすくなることも指摘されており、実

際にここ 20 年、1995 年兵庫県南部地震、2000 年鳥取県西部地震、2005 年福岡県西方沖

地震、2015 年薩摩半島西方沖地震、2016 年熊本地震と M7 級の地震が立て続けにおこっ

ている。加えて、2011 年からは新燃岳の火山活動が盛んになっている。そこで、本年度は

西南日本に焦点をあて、南海トラフにおける固着と内陸地震の関連メカニズムの解明に取

り組む。そのために、地殻変動データを用いて、南海トラフ〜琉球海溝におけるフィリピ

ン海プレート上面のすべり速度欠損の最適モデルを求め、そのモデルを用いて日本海沿岸

の震源断層に蓄積される応力を評価した。 

 

1) 地殻変動データ 

日本列島域には国土地理院により 1,200 以上の連続観測点からなる GPS 観測網

（GEONET）が設置されている 2)。本研究では、各点の変位を算出する基準となる固定点

とした長崎県福江島（950462）の電子基準点を含め、西南日本弧、琉球弧上で北緯 36.5°

以南、東経 138 以西にある 451 観測点の日々の座標値（F3 解）を用いる。各観測点にお

いて、アンテナ交換等の人為的なオフセットを国土地理院の算出 3) に基づいて補正し、

2001 年 1 月 1 日以降の基準点に対する変位の時系列を計算する。これらのうち、西南日

本－琉球弧の代表的な 4 点（940082, 950383, 950487, 960737）の時系列を図 1 に示す。

それぞれの時系列は、上下成分でばらつきが大きいものの基本的には線形な変化を示すこ

とと、2011 年東北沖地震や 950487 においては 2016 年熊本地震による変化が見て取れる。

そこでこれらの地震の影響を避けるため、東北沖地震以前の 2001 年 1 月 1 日から 2010

年 12 月 31 日までの 10 年間を解析対象とした。期間内の西南日本－琉球弧の変位速度場

を図 2 に示す。四国では南海トラフの固着に起因する北西方向への変動、南西諸島では逆

に海溝へ向かう変動が見られる。両者の中間の九州地方南部は半時計周りの変動場が特徴

的である。 

 

2) 有限要素モデル 

変位および応力計算に用いるモデルとして、昨年度までに作成した日本列島域の有限要

素モデル 4),5) を使用する。ただし琉球海溝のプレート境界過程をも取り込む必要があるの

で、すべり領域を八重山諸島付近（東経 123°）まで拡張した。南海トラフ〜琉球海溝に

沿ったすべり領域は 8×27 = 216 の小断層に分割した。内部構造は、弾性体のリソスフェ

アおよびスラブと粘弾性体アセノスフェアからなるとする。大陸下のリソスフェアの厚さ

は 30 km、海洋側リソスフェア〜スラブの厚さは 80 km とした。弾性定数は全領域で剛性

率 40 GPa、ポワソン比 0.25、粘性率は 1019 Pa•s とした。 

巨大地震サイクルにともなう島弧変動の効果は Matsu’ura & Sato（1989）6) によって

定量的に示された。プレート境界におけるすべりは、プレート運動に伴う定常的なすべり
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運動と巨大地震のすべり領域におけるすべり速度欠損（プレート間の固着）および地震時

の急激なすべりの重ね合わせとして表すことができる。定常的なすべり運動は地質学的時

間スケールで、巨大地震のすべりは地震時および地震後数十年の変動でそれぞれ支配的で

ある。これらに対し、本研究の解析期間ではプレート間の固着の効果が支配的であると考

えられる。固着による変動は、長期のすべり速度欠損の継続による応答の積分によって得

られる。巨大地震から数十年もたてば粘弾性的効果が卓越し、弾性層以深のすべりの寄与

はほぼ無視できる。そこで、本研究では、前述の 216 の小断層のうち大陸のリソスフェア

－アセノスフェア境界（深さ 30 km）以浅の 108 の小断層（図 2）を使用し、粘性緩和後

のすべり応答を計算した。 

 

3) すべりインバージョン 

本研究では標準的な線形インバージョン 7) を行い、プレート境界におけるすべり速度欠

損の分布を求める。観測方程式は 

 𝐝 ൌ 𝐀𝐱 (1) 

と表される。ここでベクトル d は観測変位を表すデータベクトル、A はすべりに対する変

位応答を表す係数行列、x はすべりを表すモデルパラメータベクトルである。d と A は観

測データの種類ごとの重みを含む。1) で検討したデータのばらつき具合を考慮し、データ

の重みは水平変位：鉛直変位 = 1 : 1/5 とした。また、解のオーバーフィッティングを抑え

るために、すべり分布がなめらかであるという条件を課す。この条件は、 

 𝛼𝐋𝐱 ൌ 0 (2) 

によって与えられる。L は離散化したラプラス演算子によって表した。α は観測方程式(1) 

に対して、解のなめらかさ(2) の相対的な重みを示す係数である。ある α について解は以

下のように表すことができる。 

 𝐱஻ி ൌ ሺ𝐀୘𝐀 ൅ 𝛼ଶ𝐋୘𝐋ሻିଵ𝐀୘𝐝. (3) 

α の値を決定するために、様々な値の α における解において、観測変位と計算変位の一

致度を示すパラメータである VR（Variance reduction）とすべり分布の粗さのトレードオ

フ曲線を作成した（図 3）。VR は、解が観測データと完全に一致するときに 1 の値をとる。

この曲線は、観測変位と計算変位を合わせようとするのと引き換えに解があばれるという

ことを表している。緩勾配のところではすべり分布の粗さ（あばれ具合）をほどほどに抑

えながら VR を増大させることができるが、急勾配になると、すべり分布が急激にあばれ

て物理的に実現されにくい解となる。観測データをできるだけ満たしつつ最大限なめらか

なすべり分布を示す解は、この曲線で緩傾斜から急傾斜に移る曲率最大点において実現さ

れると考えられ、この点の α における解を最適解とした。 

 

4) クーロン破壊応力 

インバージョンで得られたすべり速度欠損分布を用いて、有限要素モデル内の任意の点

において応力速度 σij を計算できる。震源断層にかかる具体的な応力速度成分は、断層にお

ける応力速度テンソル σij、震源断層の法線ベクトル ni、すべり方向ベクトル νi（i, j = 1, 2, 

3）を用いて表すことができる。外部からかかる応力による断層のすべりやすさの指標であ

るクーロン破壊応力ΔCFS は以下の式で表される。 
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 ∆CFS ൌ 𝜏௦ ൅ 𝜇𝜎௡ (4) 

σn は法線応力速度成分、τs は剪断応力速度成分、μ は実効摩擦係数である。各応力速度成分

はそれぞれ 

 𝜎௡ ൌ 𝜎௜௝𝑛௜𝑛௜,   𝜏௦ ൌ 𝜎௜௝𝑛௜𝜈௝ (5) 

と表される（総和規約を適用）。 

断層面の法線ベクトル ni は、ここではサブサブテーマ 2.5.1「断層モデルの構築」で進

めている日本海南部、西南日本沿岸および九州地方の矩形断層モデルによる。断層のすべ

り方向ベクトル νi は、平成 26 年度業務で行ったように、震源メカニズム解のカタログ 8)

から求めた広域応力場による断層面上の最大剪断応力方向であると仮定する 9)。実効摩擦

係数μは多くの研究で標準的に用いられる値 0.4 を一律に仮定する。 

 

(c) 業務の成果 

1) すべり速度欠損分布と地殻変動 

図 4 (a) にすべりインバージョンの結果および地殻変動を示す。すべり速度欠損は四国

沖において最大 8 cm/yr となり、ここでの固着が四国周辺の北西方向への変動を引き起こ

す。これは既存の研究 10),11),12),13) と調和的な結果である。一方、鹿児島沖から南はすべり

速度欠損が負（すべり速度余剰）の領域となる。すべり速度余剰は八重山諸島で 6 cm/yr

に達し、琉球弧の海溝方向への変動を引き起こす。 

ところで、すべり速度欠損がプレート間の固着という物理過程の表現であると理解され

ているのに対し、すべり速度余剰に対応する物理過程は直感的に捉えがたい。事実として

は、琉球弧のみならず、マリアナ弧、トンガ－ケルマデック弧、スコシア弧などの島弧は

背弧側に対し海溝側への運動が GPS 地殻変動観測によって示されており 14),15),16),17)、す

べり速度余剰の進行を表している。これらの島弧に共通するのは、活動的な背弧海盆を伴

い、背弧が海溝軸の直交方向に伸張的な変動の場であることである。これらの変動につい

て、多くの測地研究では島弧がブロックをなしているとの仮定のもとに、背弧側のプレー

トに対する剛体運動をしていると解釈している 12),16),18)。しかし、大陸や島弧のリソスフ

ェアは一般に広域的な内部変形を示し、脆性的な上部地殻において変形が局在化している

にすぎない 19)。Hashima et al.（2008）20) は GPS 観測にもとづいてすべり速度余剰によ

る内部変形を計算し、上盤プレート内部に伸張応力場が形成されることを示した。また、

近年のプレート沈み込みモデリングの研究によると、スラブの自重によるスラブ後退によ

り沈み込み速度の増大が起こり、上盤プレート内に伸張応力場が形成されて背弧拡大に至

ることを示している 21),22),23),24)。以上のことから、すべり速度余剰はスラブ後退の浅部で

の現れ（海溝後退）であり、これらが上盤プレートに内部変形を引き起こし、背弧拡大に

至るものと考えられる。 

本研究で得られたすべり速度欠損分布は、西南日本－琉球弧における 10 年間の地殻変

動が南海トラフの固着と琉球海溝の海溝後退の効果の重ね合わせであることを示している。

特に九州は両効果が遷移する領域であり、南九州で特徴的な反時計回りの変動もそのよう

に説明できる。2016 年熊本地震の発生もこのような文脈のもとで理解されるべきである。 

図 4 (b) には観測変位から計算変位を差し引いた残差変位分布を示した。残差が 0 の場

合、観測変位が計算により完全に再現されていることを表す。残差変位は中部地方や八重
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山諸島で大きいが、これらはすべり領域の端に近く再現性が悪いと考えられる。そのほか

系統的な残差変位が見られる場所として、桜島周辺、四国と紀伊半島の南端部、九州北西

部、島根半島が挙げられる。桜島では火山活動による地殻変動を考慮する必要があるだろ

う。四国、紀伊半島の南端部ではすべり領域に近いため、すべり領域の分割の粗さが原因

だと考えられる。すべり領域から離れた九州北西部、島根半島における残差は、計算に用

いたモデルの構造、特に弾性－粘弾性層境界の仮定に問題があることを示している。これ

らは今後のモデルの高度化によって改善すべき課題である。 

 

2) 西南日本－琉球弧の応力蓄積速度場と震源断層の活動性 

図 5 に、1) で得られたすべり速度欠損分布を用いて、有限要素モデルにより得られた西

南日本－琉球弧における深さ 10 km の応力蓄積速度場を示す。図からは、基本的に、南海

トラフにおける固着により中国・四国地方で北西－南東方向へ圧縮が生じ、琉球海溝にお

ける海溝後退により東シナ海で南北方向の伸張応力が生じていることが見て取れる。 

図 6 にこの地域の震源断層におけるクーロン破壊応力の計算結果を示した。クーロン破

壊応力が正の断層では応力によりすべりが促進、負の断層では抑制される状態であること

を示している。特に、M7 級であった 2005 年福岡県西方沖の地震、2015 年薩摩半島西方

沖地震の震源断層、2016 年熊本地震が発生した布田川断層、日奈久断層が促進的応力であ

ったことが注目に値する。日本海南部では大局的に、島根沖が促進的、鳥取沖、山口－九

州沖が抑制的になっている。これらの地域の逆断層は南海トラフの固着により剪断応力成

分は促進的であるが、法線応力成分は抑制的である。また同地域の横ずれ断層はおおむね

逆断層とは逆の傾向を示す。式 (4) より、個々の断層におけるクーロン破壊応力はこれら

剪断応力成分と法線応力成分の兼ね合いで決まる。本研究では、式 (4) 中の摩擦係数 μ は

断層によらず一定としたが、実際は個々の断層の運動パラメータや物性に依存すると考え

られる。今後、このような断層の活動性評価の信頼性を向上させるためにも、摩擦係数 μ

の詳細な検討が必要である。 

 

(d) 結論ならびに今後の課題 

西南日本－琉球弧の GPS 観測網による地殻変動データからフィリピン海プレート上面

のすべり速度欠損分布をインバージョンによって求め、そのすべり速度欠損分布を日本列

島域の三次元有限要素モデルに入力して、西南日本－琉球弧の応力蓄積速度場、日本海南

部および西南日本沿岸に分布する震源断層上におけるクーロン破壊応力を求めた。結果、

まずすべり速度欠損分布として、従来知られていた南海トラフの固着に加えて、琉球海溝

における海溝後退を示すすべり速度余剰分布を得た。2016 年熊本地震を引き起こした九

州における地殻変動を考える上でこのすべり速度余剰の効果は重要である。また、同地域

で震源断層におけるクーロン破壊応力計算した結果、特に布田川、日奈久断層では促進的

であった。今後、断層の活動性評価の信頼性の向上のために、震源断層の摩擦係数の検討

が必要である。 
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図 1  電子基準点（940082, 950383, 950487, 960737）の変動時系列 

西南日本－琉球弧の代表的な 4 点（940082, 950383, 950487, 960737）の東向き（East）、

北向き（North）、上向き（Up）の 2001 年 1 月 1 日以降の変動時系列。各点の位置は図 2

に示した。縦線は 2011 年東北沖地震の発生時を示す。 
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図 2  西南日本－琉球弧の変位速度場 

西南日本－琉球弧の 2001 年 1 月 1 日から 2010 年 12 月 31 日までの 10 年間の変位速度

場。各点において矢印は水平変位速度、色は上下変位速度を表す。星記号は固定点（950462）。

図 1 で変動時系列を示した 4 点の電子基準点を表示してある。有限要素モデルですべり応

答の計算に用いた 108 枚の小断層の位置を示す。南海トラフ（Nankai Trough）と琉球海

溝（Ryukyu Trench）の位置を示した。 

 

 
図 3  計算－観測変位のずれ具合とすべり分布の粗さのトレードオフ曲線 

VR は計算変位と観測変位の一致度、Roughness はすべり分布の粗さ。星記号は曲率最大

点。 
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図 4  インバージョンによって得られたすべり速度欠損分布と地表変位速度 

(a) 赤い矢印および各点の色はインバージョンにより得られた水平、上下の変位速度。黒

い矢印は観測水平変位。(b) 矢印と各点の色は残差変位速度の水平、上下成分。残差変位

速度は観測変位速度から計算変位速度を差し引いた量である。 
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図 5  計算によって得られた西南－琉球弧の応力蓄積パターン 

背景色は平均法線応力速度。体積的な伸張・圧縮による応力を表す（伸張を正とする）。メ

カニズム解は応力速度テンソルのパターンを表す（黒象限が伸張、白象限が圧縮に対応）。 

 

図 6  震源断層におけるクーロン破壊応力 

傾き 70°未満の断層については矩形の色で、70°以上の断層については、断層上の丸の色

でクーロン破壊応力を示す。A：2005 年福岡県西方沖地震の震源断層、B：布田川断層、

C：日奈久断層、D：2015 年薩摩半島西方沖地震の震源断層 


